２．液化石油ガス販売事業登録

(1) 液化石油ガス販売事業登録申請書....(様式第１)　　【事前申請】　
　　(添付書類)
　　 ①販売所の名称及び所在地...法3-(2)-②
　　　　（確認事項）局申請は２つ以上の都県となっていること
　　 ②貯蔵施設の位置...法3-(2)-②
　　　　（確認事項）販売所から５ｋｍ以内であること(規則第１１条通達)
     ③保安業務を行う者の氏名又は名称及びその事業所の所在地....法3-(2)-④
　　　　（確認事項）P22のとおりとなっていること
　　 ④貯蔵施設の位置及び構造等の明細書（貯蔵施設の貯蔵量３トン未満の場合）...法3-(2)-③
　　　　（確認事項）P23～28の記載例のとおりとなっていること
                    なお、貯蔵施設の記載についてはＱ＆Ａで説明している。

販売所(保安機関事業所)の移転手続きについて
	Ｑ２　販売所(保安機関事業所)の移転を考えていますが、販売所(保安機関事業所)を廃止して新規に新設する手続が必要でしょうか。



Ａ２　「移転」について法令上定義がなく、原則として同一都県内での営業所の移動は「移転」とし、その他は営業所の「新設」「廃止」として取り扱ってください。なお、「移転」の場合と「新設」「廃止」の場合では手続きが異なりますので注意してください。
また、１４条書面については、自ら保安業務を行う場合にあっては移転に伴って「保安機関の住所及び連絡方法」（規則第１３条第１０号）が変更になりますので、再交付（保安機関の一覧表のみを交付することでも可）する必要があります。
　　　　　①「移転」の場合の手続き
　　　　　　（販売事業）
・液化石油ガス販売所等変更届（移転について記載）
　　　　　　　　(注)添付書類としては新設時と同等の書面を要します。
　　　　　　（保安機関）
　　　　　　　・保安業務規程変更認可申請（移転について記載）
　　　　　　　・保安機関変更届（移転について記載）
   　 　　②「新設」「廃止」の場合の手続き
　　　　　　（販売事業）
　　　　　　　・液化石油ガス販売所等変更届（新設・廃止について記載）
　　　　　　（保安機関）
　　　　　　　・保安業務規程変更認可申請（新設・廃止について記載）
　　　　　　　・一般消費者等の数の増加認可申請（新設について記載）
　　　　　　　・一般消費者等の数の減少届書（廃止について記載）
　　　　　　　・保安機関変更届書（新設・廃止について記載）
販売所(保安機関事業所)の名称及び所在地の変更手続きについて
	Ｑ３ 「販売所の名称」及び「販売所の所在地」(保安機関の場合は「事業所の名称」及び「事業所の所在地」)の変更についてはどのように手続きをとればよいでしょうか



Ａ３　「販売所(保安機関事業所)の所在地」の変更は「移転」の場合はＱ２を参考にしてください。「移転を伴わない本社又は販売所(保安機関事業所)の住所表記の変更」及び「保安機関事業所の名称変更」は変更届の対象となりませんので、変更時にＦＡＸ等でお知らせください。「販売所の名称変更」は液化石油ガス販売所等変更届の対象です。
貯蔵施設の位置及び構造等の明細書(例)及び貯蔵施設の構造図
	Ｑ４　貯蔵施設の明細書を作成するに当たり留意すべき点は何ですか。




Ａ４　規則第１４条第１～６号に明記された貯蔵施設の技術上の基準（保安距離については規則第１条第８、９号）、関係通達及び例示基準１～５によります（例示基準によらない場合で基準適合とみなすためには、高圧ガス保安協会による事前評価を受ける必要があります）。
なお、特に図面作成に際しては次の点を留意してください。
(1) 例示基準の確認事項（例示基準１～５）
  　　　　１　警戒標（表示内容の確認）
      　　２　障壁（Ｑ５参照）
  　　　　３　不燃性又は難燃性の材料を使用した軽量な屋根又は遮へい板
  　　　　　 （スレート・薄鉄板等の材料の確認）
  　　　　４　漏えいした液化石油ガスの滞留防止のための構造又は措置
  　　　　　　（床面積１㎡につき300cm2以上の換気口の確認）
  　　　　５　防消火設備（消火器・散水設備等の確認）
(2) 貯蔵施設の面積は芯(壁の厚みの中心部)から芯までで算定し、他のＬＰＧ貯蔵施設(高圧法対象を含む)がある場合は合算する（規則通達第11条5.）。
(3) 貯蔵施設の付近の状況見取図は、建物がない箇所について空白にせず「空地」「荒地」「駐車場」「道路」等明記する（過去に使用した図面を使用する場合は現状の周辺物件を確認した上記載すること）。また、障壁を勘案しない場合の施設距離内(ℓ1 ,ℓ2)に民家等が立地する場合には障壁が有効に対象物を保護しているか、断面図を作成し明示する（Ｑ５参照）。
(4) 貯蔵施設を販売所敷地以外に設置する場合（規則通達第11条2.、例示基準１）
  　　　　①販売所から５km以内に設置されていることの明示（通常の状態で１０分以内に到着できる車を有していること）
  　　　　②販売所から５０ｍ以上離れた貯蔵施設は標識の位置の明示（イ．販売所の名称及び所在地　ロ．貯蔵施設等の管理者の氏名　ハ．貯蔵施設等の管理者の電話番号）
(5) 共同の貯蔵所施設の場合（規則通達第11条2.）
  　　　　①占有範囲を明確する不燃材（さく、くさり等）の位置の明示

  　　　　②占有者毎の必要器具（消火器、温度計等）の位置の明示
          ③賃貸借契約書（写）の添付

貯蔵施設の構造及び保安距離
	Ｑ５　障壁構造があれば必要離隔距離は緩和されるのですか。



Ａ５　緩和されます（規則第１条８、９号及び規則第１４条第２項及び第３号を参考にしてください）。
　　　　　貯蔵施設面積から第一種施設距離及び第二種施設距離を求める方法
　　　　　　　　　　（規則第１条第２項第８号備考２）
	
	　 　   X
	
	
	
	

	
	
	  　X＜８
	 ８ ≦ X＜25
	  　25 ≦ X
	

	
	   ｌ
	
	
	
	

	
	      ｌ１
	    ９√２
	   ４.５√X
	    ２２.５
	

	
	      ｌ２
	    ６√２
	    ３√X
	     １５
	

	
	      ｌ３
	      ０
	  ２.２５√X
	   １１.２５
	

	
	      ｌ４
	      ０
	   １.５√X
	     ７.５
	


          l １ ；第１種施設距離（学校・病院等の規則第１条に定める対象物件までの必要離隔距離）
          l ２ ；第２種施設距離（住居までの必要離隔距離）
          l ３ ；第１種施設距離（障壁構造により対象物を有効に保護している場合）
          l ４ ；第２種施設距離（障壁構造により対象物を有効に保護している場合）
          X   ；貯蔵施設の面積（単位 ㎡；芯々により算出）
　　　ただし、例えば８㎡未満の貯蔵施設は、障壁を設ければ、近接する住居との必要離隔距離(第２種施設距離)は０ｍになりますが、次の場合は障壁構造とみなされなず、障壁が無いものと同等とみなし必要離隔距離は６√２(≒８．４８)ｍとなりますので注意が必要です。
　　 【 例示基準によらない構造のもの（障壁構造とみなされない) 】（例示基準２．）
　　 　(例１) ・壁の厚みが15cm未満のブロック、
　　　　　　  ・鋼板製扉の厚みや等辺山形鋼の補強が基準どおりでない　等
　　　 (例２) 対象物を有効に保護できていない場合
　　　　　　  ・鋼板製扉が観音開の構造である場合
　　　　　　  ・貯蔵施設からl ２(第２種施設距離（障壁を考慮しない場合））内に住居が立地する場合において、貯蔵施設内の容器頂部から障壁上を通過して住居に対して直線で当たる場合（いわゆる斜角の考え方　図示参照）
 対象物を有効に保護できていない場合 l ２ ；第２種施設距離(障壁を考慮しない場合)
                                    l ４ ；第２種施設距離(障壁で保護した場合)
                                    h   ；容器高さ
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貯蔵施設を所有又は占有しない理由書

	Ｑ６　貯蔵施設を設けないで済むケースは何ですか。また、そのケースが変わってしまったらどうすればよいでしょうか。




Ａ６　各販売所では３㎡以上の貯蔵施設を所有又は占有することが原則です（規則１１条第１項）。ただし次のケース（規則第１１条第２項）はその限りでありません。
	
	（規則第１１条第２項のポイント）
	

	
	　第１号　当該販売所が第１種製造者の許可を受けている。
	

	
	　第２号　　　〃　　　第１種貯蔵所      〃
	

	
	　第３号　配送全量委託（注１）
	

	
	　第４号　バルク供給全量委託
	

	
	　第５号　協同組合所有の貯蔵施設を利用
	

	
	　第６号　近接する第１種製造者との資本的結合があり、常にＬＰガスの仕入れが
	

	
	　　　　できる場合（注２）
	


      (注１)配送委託先として可能なのは、次のケースに限られます。
①第１種製造者又は同者と資本関係のある配送事業者
②第１種貯蔵所の許可を受けた者は同所と資本関係のある配送事業者

③自社の他の事業所（第１種製造者又は第１種貯蔵所の許可を受けた者）
      (注２)「近接する」とは、法令上定義がありませんが、関東経済産業局及び関東東北産業保安監督部では、当面の間、販売所以外に貯蔵施設を設置することができる距離５ｋｍ（Ｑ４参照）と同等を限度としています。
      　　　法手続きについては、液化石油ガス販売事業登録申請時に「貯蔵施設の位置及び構造」を記載した書面を添付する必要があります（法第３条第２項第３号）が、貯蔵施設を設置しない場合には、「貯蔵施設を所有又は占有しない理由書」を添付することになっています（法第３条第３項）。ここで、「貯蔵施設の位置及び構造」及び「貯蔵施設を所有又は占有しない理由書」が変更になった場合には法第８条により液化石油ガス販売所等変更届を提出する必要があります。

